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○つくばみらい市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

令和５年１２月１５日 

条例第２６号 

（目的） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第

６８条の２第１項及び畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律施行規則（令和３年

農林水産省・国土交通省令第６号）第５８条第１項の規定に基づき、地区計画の区域内

における建築物の用途、構造及び敷地に関する制限を定めることにより、適正な都市機

能及び健全な都市環境を確保することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第３

３８号。以下「令」という。）の例による。 

（適用区域） 

第３条 この条例は、別表第１に掲げる地区整備計画が定められている区域（以下「地区

整備計画区域」という。）に適用する。 

（建築物の用途の制限） 

第４条 地区整備計画区域内においては、別表第２に掲げる計画地区（地区整備計画にお

いて、当該地区整備計画の区域を区分した地区をいう。以下同じ。）の区分に応じ、同

表の建築物の用途の制限の項に掲げる建築物は、建築してはならない。 

２ 建築物の用途を変更する場合においては、前項の規定を準用する。 

（建築物の容積率の最高限度） 

第５条 建築物の容積率は、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、同表内の建築物の

容積率の最高限度の項に掲げる数値以下でなければならない。 

２ 建築物の敷地が前項の規定による建築物の容積率に関する制限を受ける地域、地区又

は区域の２以上にわたる場合においては、当該建築物の容積率は同項の規定による当該

各地域、地区又は区域内の建築物の容積率の限度にその敷地の当該地域、地区又は区域

内にある各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たものの合計以下でなければ

ならない。 

３ 前項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、法第５２条第１項に

規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積の例により算定する。 

（建築物の建蔽率の最高限度） 
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第６条 建築物の建蔽率は、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、同表内の建築物の

建蔽率の最高限度の項に掲げる数値を超えてはならない。 

２ 建築物の敷地が前項の規定による建築物の建蔽率に関する制限を受ける地域、地区又

は区域の２以上にわたる場合においては、当該建築物の建蔽率は同項の規定による当該

各地域、地区又は区域内の建築物の建蔽率の限度にその敷地の当該地域、地区又は区域

内にある各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たものの合計以下でなければ

ならない。 

３ 前２項の規定の適用については、法第５３条第３項第２号に該当する建築物にあって

はそれぞれに掲げる建蔽率の最高限度に１０分の１を加えて得た数値とする。（小絹地

区整備計画区域を除く。） 

（建築物の敷地面積の最低限度） 

第７条 建築物の敷地面積は、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、同表内の建築物

の敷地面積の最低限度の項に掲げる数値以上でなければならない。 

２ 前項の規定の施行又は適用の際、現に建築物の敷地として使用されている土地で同項

の規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地と

して使用するならば同項の規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の

敷地として使用する場合においては、同項の規定は適用しない。ただし、同項の規定に

適合するに至った建築物の敷地又は所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として

利用するならば同項の規定に適合するに至った土地については、この限りでない。 

３ 第１項の規定は、法第８６条の９第１項各号に掲げる事業又は公共施設整備事業の施

行若しくは既存道路の拡幅による建築物の敷地面積の減少により、当該事業の施行の際

現に建築物の敷地として使用されている土地で同項の規定に適合しなくなるもの及び当

該事業の施行の際現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用す

るならば同項の規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の敷地として

使用する場合においては、適用しない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、

この限りでない。 

（１） 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業又は公共施設整備事業の施行若しくは

既存道路の拡幅により建築物の敷地面積が減少した際、当該面積の減少がなくとも第

１項の規定に違反していた建築物の敷地及び所有権その他の権利に基づいて建築物の

敷地として使用するならば同項の規定に違反することとなった土地 

（２） 第１項の規定に適合するに至った建築物の敷地及び所有権その他の権利に基づ
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いて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合することとなるに至った土

地 

４ 前項本文に定めるもののほか、土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第２条

第１項に規定する土地区画整理事業に係る土地で、次の各号のいずれかに該当するもの

については、第１項の規定は、適用しない。 

（１） 土地区画整理法第９８条第１項の規定により仮換地を指定された土地で、第１

項の規定に適合しないこととなる土地の全部を一の敷地として使用するもの 

（２） 土地区画整理法第１０３条第１項の規定による換地処分によって生じた土地で、

第１項の規定に適合しないこととなる土地の全部を一の敷地として使用するもの 

（３） その他市長が特に必要と認めるもの 

（壁面等の位置の制限） 

第８条 地区整備計画区域内においては、道路境界、敷地境界線から建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面までの距離は、別表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、同表内の壁

面等の位置の制限の項に掲げる距離以上でなければならない。 

（建築物の高さの最高限度） 

第９条 地区整備計画区域内においては、建築物の高さは、別表第２に掲げる計画地区の

区分に応じ、同表内の建築物の高さの最高限度の項に掲げる数値を超えてはならない。 

２ 建築物の高さの算定方法は、地盤面からの高さによる。ただし、次の各号に該当する

場合においては、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１） 建築物の各部分の最高限度を当該部分から前面道路の反対側の境界線又は隣地

境界線までの真北方向の水平距離により算定する場合を除き、階段室、昇降機塔、装

飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が

当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、１２メ

ートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。 

（２） 棟飾、防火壁の屋上突出部その他これらに類する屋上突出物は、当該建築物の

高さに算入しない。 

（建築物の敷地が地区整備計画区域の内外にわたる場合等の措置） 

第１０条 建築物の敷地が地区整備計画区域の内外にわたる場合において、その敷地の過

半が地区整備計画区域に属するときは、当該敷地の全部が地区整備計画区域内にあるも

のとみなして第４条及び第７条の規定を適用し、過半が地区整備計画区域の外に属する

ときは、当該敷地の全部に第４条及び第７条の規定を適用しない。 
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（既存の建築物に対する制限の緩和） 

第１１条 法第３条第２項（法第８６条の９第１項において準用する場合を含む。）の規

定により第４条の規定の適用を受けない建築物について次の各号に定める範囲内におい

て増築又は改築をする場合においては、法第３条第３項第３号及び第４号の規定にかか

わらず、第４条の規定は、適用しない。 

（１） 増築又は改築が基準時（法第３条第２項の規定により第４条の規定の適用を受

けない建築物について、法第３条第２項の規定により引き続き第４条の規定（同条の

規定が改正された場合においては改正前の規定を含む。）の適用を受けない期間の始

期をいう。以下この条において同じ。）における敷地内におけるものであり、かつ、

増築又は改築後における延べ面積及び建築面積が基準時における敷地面積に対してそ

れぞれ法第５２条第１項、第２項及び第７項並びに法第５３条並びに第５条第１項及

び第２項並びに第６条の規定に適合すること。 

（２） 増築後の床面積の合計は、基準時における床面積の合計の１．２倍を超えない

こと。 

（３） 増築後の第４条の規定に適合しない用途に供する建築物の部分の床面積の合計

は、基準時におけるその部分の床面積の合計の１．２倍を超えないこと。 

（４） 用途の変更（令第１３７条の１９第２項に規定する範囲内のものを除く。）を

伴わないこと。 

（５） 伊奈・谷和原丘陵部地区整備計画区域においては、第４条の規定に適合しない

事由が原動機の出力、機械の台数又は容器等の容量による場合においては、増築後の

それらの出力、台数又は容量の合計は、基準時におけるそれらの出力、台数又は容量

の合計の１．２倍を超えないこと。 

（公益上必要な建築物等の特例） 

第１２条 この条例の規定は、市長が地区整備計画区域における良好な環境を害するおそ

れがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可したもの及びその敷地について

は、当該許可の範囲内において、適用しない。 

（委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

（罰則） 

第１４条 次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に処する。 
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（１） 第４条の規定に違反して建築した場合における当該建築物の建築主 

（２） 第５条第１項若しくは第２項、第６条第１項若しくは第２項、第７条第１項、

第８条又は第９条第１項の規定に違反した場合における当該建築物の設計者（設計図

書を用いないで工事を施工し、又は設計図書に従わないで工事を施工した場合におい

ては、当該建築物の工事施工者） 

（３） 建築物を建築した後において、当該建築物の敷地面積を減少させたことによっ

て第７条第１項の規定に違反した場合においては、当該建築物の敷地の所有者、管理

者又は占有者 

（４） 法第８７条第２項において準用する第４条の規定に違反して用途を変更した場

合における当該建築物の所有者、管理者又は占有者 

２ 前項第２号に規定する違反があった場合において、その違反が建築主の故意によるも

のであるときは、当該設計者又は工事施工者を罰するほか、当該建築主に対して同項の

罰金刑を科する。 

（両罰規定） 

第１５条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人

又は人の業務に関して、前条の違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほ

か、その法人又は人に対して同条の罰金刑を科する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（関係条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

（１） つくばみらい都市計画小絹地区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例（平成１８年つくばみらい市条例第１００号） 

（２） つくばみらい都市計画伊奈・谷和原丘陵部地区地区計画の区域内における建築

物の制限に関する条例（平成２０年つくばみらい市条例第２３号） 

（３） つくばみらい都市計画福岡工業団地地区地区計画の区域内における建築物の制

限に関する条例（令和元年つくばみらい市条例第４１号） 

（経過措置） 

３ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
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別表第１（第３条関係） 

名称 区域 

小絹地区 

整備計画区域 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１項の

規定により告示された小絹地区地区計画区域のうち、地区整

備計画が定められた区域 

伊奈・谷和原丘陵部地区 

整備計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された伊奈・谷

和原丘陵部地区地区計画区域のうち、地区整備計画が定めら

れた区域 

福岡工業団地地区 

整備計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された福岡工業

団地地区地区計画区域のうち、地区整備計画が定められた区

域 

つくばみらい福岡地区 

整備計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示されたつくばみ

らい福岡地区地区計画区域のうち、地区整備計画が定められ

た区域 
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別表第２（第４条―第９条関係） 

ア 小絹地区整備計画区域 

計画地区の区

分 

誘致施設A地区 誘致施設B地区 

計画地区の面

積 

１４．６ha ４．７ha 

建築物の用途

の制限 

１ 住宅、共同住宅 

２ マージャン屋、ぱちんこ屋、射

的場、勝馬投票券発売所、場外車

券売場その他これらに類するもの 

３ ホテル又は旅館 

４ 待合、料理店、キャバレー、舞

踏場その他これらに類するもの 

５ 個室付浴場業に係る公衆浴場 

６ 次の各号に掲げる事業を営む工

場 

（１） 玩具煙火の製造 

（２） アセチレンガスを用いる

金属の工作（アセチレンガス発

生器の容量３０リットル以下の

もの又は溶解アセチレンガスを

用いるものを除く。） 

（３） 引火性溶剤を用いるドラ

イクリーニング、ドライダイイ

ング又は塗料の加熱乾燥若しく

は焼付け（赤外線を用いるもの

を除く。） 

（４） セルロイドの加熱加工又

は機械のこぎりを使用する加工 

（５） 亜硫酸ガスを用いる物品

の漂白 

１ ボーリング場 

２ マージャン屋、ぱちんこ屋、射的

場、勝馬投票券発売所、場外車券売場

その他これらに類するもの 

３ ホテル又は旅館 
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（６） 骨炭その他動物質炭の製

造 

（７） せっけんの製造 

（８） 魚粉又は魚粉を原料とす

る飼料の製造 

（９） 羽又は毛の洗浄、染色又

は漂白 

（１０） ぼろ、くず綿、くず紙、

くず糸、くず毛その他これらに

類するものの消毒・選別・洗浄

又は漂白 

（１１） 製綿、古綿の再製、起

毛、反毛又はフェルトの製造で

原動機を使用するもの 

（１２） 骨、角、きば、ひずめ

若しくは貝がらの引割又は乾燥

研磨 

（１３） レディミクスコンクリ

ートの製造又はセメントの袋詰

めで出力の合計が２．５キロワ

ットを超える原動機を使用する

もの 

（１４） 鉄板の波付加工 

（１５） ドラム缶の洗浄又は再

生 

（１６） スプリングハンマーを

使用する金属の鍛造 

建築物の容積

率の最高限度 

１５０％ １５０％ 

建築物の建蔽

率の最高限度 

５０％ ５０％ 
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建築物の敷地

面積の最低限

度 

３，０００m２ 

ただし、以下の各号に掲げる用途の

建築物の敷地面積には適用しない。 

（１） 電気事業法（昭和３９年

法律第１７０号）に規定する電

気事業の用に供する施設 

（２） ガス事業法（昭和２９年

法律第５１号）に規定するガス

事業の用に供する施設 

（３） 電気通信事業法（昭和５

９年法律第８６号）に規定する

通信事業の用に供する施設 

（４） その他公益的事業の用に

供する施設 

３，０００m２ 

ただし、以下の各号に掲げる用途の建

築物の敷地面積には適用しない。 

（１） 電気事業法に規定する電気

事業の用に供する施設 

（２） ガス事業法に規定するガス

事業の用に供する施設 

（３） 電気通信事業法に規定する

通信事業の用に供する施設 

（４） その他公益的事業の用に供

する施設 

壁面等の位置

の制限 

（１） 市道２級１６号線又は市

道２４１９９号線の道路境界か

ら建築物の外壁又はこれに代わ

る柱の面までの距離は１０m以

上とする。 

（２） 上記以外の敷地境界線か

ら建築物の外壁又はこれに代わ

る柱の面までの距離は３m以上

とする。 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の

面から敷地境界線までの距離は３m以

上とする。 

イ 伊奈・谷和原丘陵部地区整備計画区域 

計画地

区の区

分 

一般住

宅A 

一般住

宅B 

一般住

宅C 

計画住

宅A 

計画住

宅B 

共同住

宅区 

誘致施

設A 

誘致施

設B 

駅前セ

ンター

A 

駅前セ

ンター

B 

計画建設

地区 

計画地

区の面

積 

約２７４．９ha 

建築物  （１） 自動車（１） （１） 自動 （１） （１） （１） 畜舎 （１） 
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の用途

の制限 

教習所 

（２） 畜舎 

自動

車教

習所 

（２） 

畜舎 

（３） 

法別

表第

２

（ほ

）の

項２

に掲

げる

建築

物 

車教習所 

（２） 畜舎 

畜舎 

（２） 

法別

表第

２

（ぬ

）の

項２

及び

３に

掲げ

る建

築物 

畜舎 

（２） 

法別

表第

２

（ぬ

）の

項３

に掲

げる

建築

物 

自動車

教習所 

（２） 

畜舎 

（３） 

法別表

第２

（ほ）

の項２

に掲げ

る建築

物 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

１６５

m２ 

１６５

m２ 

１６５

m２ 

１６５

m２ 

１６５

m２ 

１６５

m２ 

５００

m２ 

５００

m２ 

２００

m２ 

１６５

m２ 

１６５m２ 

壁面等

の位置

の制限 

１．０m １．５m。ただ

し、市道１７

０８７号線又

は市道２５１

６８号線に面

する部分につ

いては、この

限りでない。 

１．０

m。ただ

し、都

市計画

道路

３・

２・１

８田

村・東

楢戸

２．０m。ただ

し、常磐自動

車道に面する

部分について

はこの限りで

ない。 

１．０m。ただ

し、都市計画

道路３・２・

２弥藤次線に

面する部分、

都市計画道路

３・２・１８

田村・東楢戸

線に面する部

分、都市計画

１．０m。

ただし、

都市計画

道路３・

２・１６

東楢戸・

台線又は

都市計画

道路３・

４・２０
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線、都

市計画

道路

３・

２・２

弥藤次

線、都

市計画

道路

３・

３・４

間ノ

原・弥

藤次線

又は都

市計画

道路

３・

４・１

２玉台

橋・西

楢戸線

に面す

る部分

につい

ては

１．５m

とす

る。 

道路３・３・

４間ノ原・弥

藤次線に面す

る部分、１丁

目１番地が市

道１７００８

号線に面する

部分及び１丁

目７番地が市

道２５００９

号線に面する

部分について

は２．０mとす

る。ただし、

市道１７０８

７号線、市道

１７０９２号

線、市道２５

１６８号線又

は市道２５１

３２号線に面

する部分につ

いては、この

限りでない。 

合ノ内・

原山線に

面する部

分につい

ては２．

０mとす

る。 

建築物

の高さ

 建築物

の各部

１０m 建築物の各部分の高

さの最高限度は、当該

建築物の各部

分の高さの最

  建築物の

各部分の
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の最高

限度 

分の高

さの最

高限度

は、当

該部分

から前

面道路

の反対

側の境

界線又

は隣地

境界線

までの

真北方

向の水

平距離

に１．

２５を

乗じ１

０mを

加えた

数値と

する。 

部分から前面道路の

反対側の境界線又は

隣地境界線までの真

北方向の水平距離に

１．２５を乗じ１０m

を加えた数値とする。

高限度は、当

該部分から前

面道路の反対

側の境界線又

は隣地境界線

までの真北方

向の水平距離

に１．５を乗

じ１０mを加

えた数値とす

る。 

高さの最

高限度

は、当該

部分から

前面道路

の反対側

の境界線

又は隣地

境界線ま

での真北

方向の水

平距離に

１．２５

を乗じ１

０mを加

えた数値

とする。 

ウ 福岡工業団地地区整備計画区域 

計画地区の面積 約３２．０ha 

建築物の用途の制限 （１） 住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿 

（２） 図書館、博物館その他これらに類するもの 

（３） 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

（４） 集会場その他これに類するもの 

（５） 老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの 

（６） 老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類するもの
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（７） 保育所、幼保連携型認定こども園その他これらに類するもの

（地区内に存する事業所が自らの従業員のために建築物に附属し

て設けるものを除く。） 

（８） 公衆浴場 

（９） ボーリング場、スケート場、水泳場、スキー場、ゴルフ練習

場及びバッティング練習場 

（１０） 展示場 

（１１） マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、

場外車券売場その他これらに類するもの 

（１２） カラオケボックスその他これに類するもの 

（１３） 店舗又は飲食店（物品販売業を営む店舗又は飲食店でその

用途に供する床面積の合計が２００m２以内のものを除く。） 

（１４） 畜舎 

（１５） 自動車教習所 

（１６） 建築基準法別表第２（る）項第１号（１）、（２）、（３）、

（４）、（１７）、（１９）及び（３０）に掲げる事業を営む工場

（１７） 卸売市場、火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場そ

の他令第１３０条の２の２に定める施設 

建築物の敷地面積の

最低限度 

３，０００m２ 

壁面等の位置の制限 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線及び敷地境界

線までの距離は２．０m以上とする。ただし、この距離の限度に満た

ない距離にある建築物又は建築物の部分が次の各号のいずれかに該

当する場合においてはこの限りでない。 

（１） 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さが合計３．０m以

下であること。 

（２） 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３m

以下で、かつ、床面積の合計が１０m２以内であること。 

（３） 守衛室その他これに類する用途に供するもの。 

エ つくばみらい福岡地区整備計画区域 

計画地区の 誘致施設A地区 誘致施設B地区 
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区分 

計画地区の

面積 

約３．４ha 約６７．３ha 

建築物の用

途の制限 

（１） 建築基準法（昭和２５年５月

２４日法律第２０１号）別表第二

（る）項に掲げる建築物 

（２） 住宅、共同住宅、寄宿舎又は

下宿 

（３） ホテル又は旅館 

（４） キャバレー、料理店その他こ

れらに類するもの 

（５） 劇場、映画館、演芸場若しく

は観覧場又はナイトクラブその他こ

れに類する建築基準法施行令（昭和

２５年１１月１６日政令第３３８

号）第１３０条の７の３で定めるも

の 

（６） 学校 

（７） 病院 

（８） 店舗、飲食店、その他これら

に類するもの（ただし、物品販売業

を営む店舗又は飲食店でその用途に

供する床面積の合計が２００m２以内

のものを除く。） 

（９） 遊技場、勝馬投票券販売所、

場外車券売場その他これらに類する

もの 

（１０） 公衆浴場 

（１１） 図書館、博物館その他これ

らに類するもの 

（１２） 神社、寺院、教会その他こ

（１） 建築基準法（昭和２５年５月

２４日法律第２０１号）別表第二

（を）項に掲げる建築物 

（２） 住宅、共同住宅、寄宿舎又は

下宿 

（３） 店舗、飲食店、その他これら

に類するもの（ただし、物品販売業

を営む店舗又は飲食店でその用途

に供する床面積の合計が２００m２

以内のものを除く。） 

（４） 遊技場、勝馬投票券販売所、

場外車券売場その他これらに類す

るもの 

（５） 公衆浴場 

（６） 図書館、博物館その他これら

に類するもの 

（７） 神社、寺院、教会その他これ

らに類するもの 

（８） 集会場その他これに類するも

の 

（９） 老人ホーム、福祉ホームその

他これらに類するもの 

（１０） 保育所、幼保連携型認定こ

ども園その他これらに類するもの

（地区内に存する事業所が自らの

従業員のために建築物に附属して

設けるものを除く。） 

（１１） 老人福祉センター、児童厚
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れらに類するもの 

（１３） 集会場その他これに類する

もの 

（１４） 老人ホーム、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

（１５） 保育所、幼保連携型認定こ

ども園その他これらに類するもの

（地区内に存する事業所が自らの従

業員のために建築物に附属して設け

るものを除く。） 

（１６） 老人福祉センター、児童厚

生施設その他これらに類するもの 

（１７） ボーリング場、スケート場、

水泳場、スキー場、ゴルフ練習場及

びバッティング練習場 

（１８） 展示場 

（１９） マージャン屋、ぱちんこ屋、

射的場その他これらに類するもの 

（２０） カラオケボックスその他こ

れに類するもの 

（２１） 畜舎 

（２２） 自動車教習所 

（２３） 卸売市場、火葬場又はと畜

場、汚物処理場、ごみ焼却場その他

令第１３０条の２の２に定める施設 

（２４） 建築基準法別表第二（ぬ）

項第二号及び三号に掲げる建築物 

生施設その他これらに類するもの 

（１２） ボーリング場、スケート場、

水泳場、スキー場、ゴルフ練習場及

びバッティング練習場 

（１３） 展示場 

（１４） マージャン屋、ぱちんこ屋、

射的場その他これらに類するもの 

（１５） カラオケボックスその他こ

れに類するもの 

（１６） 畜舎 

（１７） 自動車教習所 

（１８） 卸売市場、火葬場又はと畜

場、汚物処理場、ごみ焼却場その他

令第１３０条の２の２に定める施

設 

（１９） 建築基準法別表第二（る）

項第一号（１）、（２）、（３）、

（４）、（１７）、（１９）及び（３

０）に掲げる事業を営む工場 

建築物の容

積率の最高

限度 

２００％ 

建築物の建 ６０％ 
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蔽率の最高

限度 

建築物の敷

地面積の最

低限度 

３，０００m２ 

壁面等の位

置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱（以下「外壁等」という。）の面から道路

境界線及び敷地境界線までの距離は、次の各号に掲げる数値以上とする。 

（１） 誘致施設A地区に接する行政界、市道２１２５１号線、及び誘致施

設B地区に接する市道１級５号線、市道２１２５２号線、市道２級４号線

と外壁等の面までの距離は２０m以上とする。 

（２） その他道路境界線及び敷地境界線までの距離は２．０mとする。た

だし、この距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が

次のいずれかに該当する場合においてはこの限りでない。 

（い） 外壁等の中心線の長さが合計３．０m以下であること。 

（ろ） 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３m以下で

かつ、床面積の合計が１０m２以内であること。 

（は） 守衛室その他これに類する用途に供するもの。 

建築物の高

さの最高限

度 

原則１０m以下とする。 

ただし、周辺の土地利用上支障がない

と市長が認める区域においては、用途

上やむを得ない施設（倉庫、荷捌き施

設等）については、第一種又は第二種

中高層住居専用地域の日影規制（建築

基準法別表第四第二項（は）（に）欄

（二）の号）を満たす場合に限り２０m

以下とする。 

高さの最高限度を定めない。 

 


